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要旨：鉄筋コンクリートにおける鉄筋－コンクリート界面の付着切れ位置推定を目的とし，付着切れを模擬

した供試体にて衝撃弾性波計測を行った。付着切れの推定に際して，鉄筋直上にて弾性波計測を行い，実験

で得られた弾性波速度の実測値と屈折法に基づく計算値を比較することで鉄筋の付着切れ位置の推定を試み

た。その結果，長さ 50mm および 100mm の付着切れでは，弾性波速度を指標としたコンター図において，速

度の低下領域と供試体の付着切れ領域が概ね一致した。また，付着切れ領域が長いほど，鉄筋直上で測定さ

れる弾性波速度の最小値は小さくなることを確認した。 
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1. はじめに 

鉄筋コンクリート（RC）において，鉄筋とコンクリー

トの付着は構造体としての成立条件の一つであり，耐荷・

耐久性能の点において重要である。しかしながら，RC 構

造物においては，種々の要因により両者の付着が失われ

る（以下，付着切れ）場合がある。代表例として鉄筋腐

食に起因する付着切れが挙げられる。 

付着切れの調査・診断方法には目視調査やたたき調査

が主として行われるが，これらの方法で異常を検知でき

るのは劣化損傷程度が比較的大きい場合である。そのた

め，上記の調査で劣化損傷が認められた領域周辺に生じ

る可能性のある軽微かつ潜在的な付着切れについては検

知できない場合があると考えられる。 

このような潜在的な付着切れに対しては，微小な損傷

を捉えるという点に加え調査コストの抑制という観点か

ら非破壊試験の適用が望ましいと考えられる。一方，付

着切れに関する既往の研究では，前ら 1) による電磁パル

ス法や金本ら 2)による赤外線サーモグラフィを用いた検

討が報告されているが検討事例は多いとは言えず，未だ

確固たる手法は確立されているとは言い難い。 

このような現状において，著者らの先行研究 3)では，

火害を模擬した RC 供試体において，鉄筋直上に設けた

弾性波の入出力点から弾性波速度を測定し，付着切れ検

出を試みた。測定で得られた弾性波速度の実測値と弾性

波の伝搬経路をモデル化し屈折法に基づいて計算した弾

性波速度の計算値とを比較することで，鉄筋とコンクリ

ートの付着切れを検出できる可能性を示した。この検討

においては，鉄筋直上に一定間隔で 8 個のセンサを配置

し，付着切れの有無を評価していたため，測定が煩雑で

あることと検出可能な最小付着切れ長さが不明であるこ

とが課題として残されていた。ここで，センサ数を減ら

し，弾性波の入出力点を鉄筋直上で走査しながら弾性波

速度を測定することで，走査領域における付着切れ位置

を推定できると考えられる。 

本研究では，鉄筋とコンクリートの付着切れを設けた

供試体において，図－1 に示すように鉄筋直上で弾性波

の入出力点の距離を一定として走査し，先述の先行研究

3)と同様に弾性波速度の実測値と計算値の比較を行うこ

とで付着切れ位置の推定を試みた。なお，本検討では，

先行研究 3)のように火害を受けたコンクリートではなく，

一般的な環境における RC での付着切れを対象とし，付

着切れ長さを 3 水準設けた供試体にて付着切れ領域検出

手法について基礎的に検討を行った。 

 

2. 供試体 

 図－2 に供試体概要を示す。供試体は，長さ 950mm， 

幅 900mm，厚さ 100mm の版状供試体であり，図－2 に

示すように供試体半分のかぶり部分 40mm を低品質なモ

ルタル（W/C:90%）とした。なお，モルタル領域につい

ては，他の検討で使用したものであり今回の検討からは

除外する。供試体中には異形棒鋼 D19 を埋設し，検討対

象とするコンクリート領域のかぶりは 30mm とした。ま

た，各鉄筋には図に示すように 50，100，150mm の付着
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切れ領域を設けた。なお，付着切れ領域の模擬は写真－

1 に示すようにビニルラップを 10 回巻くことで行った。

コンクリートの使用材料は表－1，計画配合は表－2 に示

すとおりである。供試体は材齢 5 日まで封緘養生した後

脱型し，その後は気中保管とした。材齢 31 日におけるコ

ンクリートの圧縮強度は 39.1N/mm2，静弾性係数は

25.2kN/mm2であった。 

 

3. 走査法による鉄筋－コンクリート界面における付着

切れ推定 

3.1 評価手法の概要 

本研究においては，以下に示す手順により鉄筋とコン

クリートの付着切れの評価を試みた。 

まず，一般に弾性波は健全なコンクリート中では

4000m/s，鉄筋中では 5000～5500m/s 程度で伝搬する。衝

撃弾性波法による検討を実施した岩野ら 4)によれば，波

形の初動到達時間を基にした弾性波速度測定では，弾性

波速度が鉄筋の影響を受ける場合があるとされている。

これは，鉄筋とコンクリートにおける速度差のため，図

－3(a)に示すように，鉄筋を経由した弾性波がコンクリ

ートのみを伝搬した弾性波より先に検出点に到達するこ

とによるものである。この現象については超音波法を用

いた尼崎ら 5)によって実験的にも証明されている。また，

これは著者らの先行研究 3)においても確認され，鉄筋直

上で測定した弾性波速度の実測値は，後述の屈折法によ

る弾性波速度の計算値と概ね一致することが確認されて

いる。屈折法による計算は鉄筋とコンクリートの完全付

着が前提であるため，適切にモデル化を行うことで，実

測値が計算値よりも低い値を示した場合に付着切れを検

出することができると考えられる。 

次に，測定方法について述べる。ここで，次節で述べ

る屈折法では，臨界角以上での入射は全反射が起こると

して考慮されないが，異形棒鋼においては，節によって

鉄筋とコンクリートは単純な水平多層構造とならず，界

面での弾性波の入射が臨界角に限らず起こるものとして，

以降は臨界角以上での弾性波の入射も考慮する。 

図－3(b)，(c)に示すように付着切れ区間上に入力点あ

るいは検出点がある場合は，最速伝搬経路を迂回して伝

搬することになるため付着切れがない場合と比べると弾

性波速度が低下する。そのため，弾性波速度を指標とす

ることで伝搬経路内に存在する付着切れを検出できると

考えられる。しかしながら，付着切れが入力点側，非入

力点側のいずれの位置にあっても速度は低下するため，

2 つのセンサのみで得られる弾性波速度を指標とするだ

けでは付着切れ位置の推定は困難であるといえる。そこ

図－3 鉄筋を経由する場合の弾性波の伝搬経路 
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(a) 付着切れ無し（最速伝搬経路） 

(b) 入力点側に付着切れがある場合 

(c) 非入力点側に付着切れがある場合 

付着切れ区間 弾性波の伝搬経路

表－2 コンクリートの計画配合 

W C S G Ad

20 8 55 4.5 46.4 172 313 812 960 0.939

粗骨材の
最大寸法

[mm]

スランプ
[cm]

水セメ
ント比
[%]

空気量
[%]

細骨材率
s/a
[%]

単位量 [kg/m³]

材料 記号 摘要

水 W 上水道水

セメント C 普通ポルトランドセメント　(密度：3.16g/cm³)

細骨材 S 相模原市産砕砂　　　　(表乾密度：2.56g/cm³)

粗骨材 G 相模原市産砕石　　　　(表乾密度：2.61g/cm³)

Ad
AE減水剤

(変形リグニンスルホン酸化合物とポリオール

の複合体を主成分とする)

－

AE剤
(アルキルアリルスルホン酸化合物系および陰

イオン界面活性剤を主成分とする)

混和剤

表－1 コンクリートの使用材料 

図－2 供試体概要 

写真－1 付着切れ模擬方法（付着切れ長さ 150mm） 

モルタル(w/c:90%)

付着切れ区間
単位 [mm]

15
0

3@
20

0=
60

0
15

0
950

90
0

30

50

40

300 150

200 40050 100 200

100

300 150

200 40050 100 200

異形棒鋼：D19

鉄筋1

鉄筋2

鉄筋3

鉄筋4 45
0

45
0

 

- 1260 -



で本研究では，図－4 に示すように，2 つのセンサ以外

に，設置位置周辺の付着の健全が既知である点にセンサ

（以下，固定センサ）を配置することで付着切れ位置の

推定を試みた。健全が既知である点に固定センサを配置

する理由は，付着切れ区間上に配置した場合，次に述べ

る付着切れ位置の判定が行えなくなるためである。 

固定センサにおける弾性波速度に基づく付着切れ位

置の判定は，以下のように考えた。まず，非入力点側の

センサと固定センサがいずれも付着が確保される場合の

計算値より速度が低くなった場合には入力点側に付着切

れがあると考えられる（図－4(a)参照）。これに対し，非

入力点側のセンサのみ計算値より速度が低くなった場合

には非入力点側に付着切れがあると考えられる（図－

4(b)参照）。また，いずれのセンサでも計算値と同程度と

なる場合は付着切れが無いものと判断できる。以上をま

とめたものを表－4 に示す。ここで，固定センサを付着

切れ領域上に設置した場合を考える。固定センサが付着

切れ領域上にある，すなわち固定センサでの測定値が常

に計算値を下回る状態にある場合，表－4 における 2 番

の判定が不可能となる。そのため，付着切れ位置を確定

することができなくなる。 

次に，固定センサの設置位置の決定フローを図－5 に

示す。この測定の方針は，完全付着とした場合の屈折法

に基づく弾性波速度の計算値（次節参照）が測定値とし

て得られる点を探すことである。 

 まず，計算値を算出するためにコンクリートおよび鉄

筋の速度を決定する。コンクリートの速度は，測定結果

が鉄筋の影響を受けないように鉄筋軸に対して 45°傾

けた測線で測定する。このとき，入出点間距離 L は

300mm 以上とすることが望ましい。これは，時間分解能

にもよるが，距離 L が短い場合には，著者らの先行研究

3)でも指摘しているように測定値の変動が大きくなるた

めである。著者らの先行研究 3)の結果より，波形記録装

置が少なくとも 1µs の時間分解能を有することが望まし

い。次に，鉄筋の速度は，尼崎ら 5)の検討を参考に鉄筋

径によって 5000～5500m/s 程度で設定する。以上の方法

でコンクリートと鉄筋の速度を決定した後，屈折法に基

づく弾性波速度の計算値を算出する。その後，距離 L が

300mm 以上となるようにし，鉄筋直上で弾性波速度を測

定する。距離 L の設定については，かぶりや対象とする

コンクリートの測定値の変動を基に，計算上付着がある

場合とない場合で有意な差が得られる距離とすることが

望ましい。鉄筋直上で弾性波速度を測定した後，設定し

た距離Lにおける弾性波速度の計算値と実測値を比較す

る。このとき，実測値と計算値の差が測定値の変動の範

囲内であればその点にセンサを設置し，下回る場合には

センサ位置を変え条件を満たすまで測定を繰り返す。以

上の工程より，付着の健全位置に固定センサを設置する。 

以上の考えに基づき，以降の測定および評価を行った。 

3.2 屈折法に基づく弾性波速度の計算方法 

 本検討においては，弾性波を利用した物理探査手法の

一つである屈折法の原理 6)に基づいて弾性波の伝搬経路

をモデル化し，モデルにおける弾性波速度の計算値と測

定から得られる実測値を比較することで付着切れの評価

を行う。ここで屈折法とは，弾性波が弾性波速度の異な

る層間を伝搬する場合に，層の境界部で屈折して伝搬す

ることを考慮した探査手法である。また，屈折法は，深

部の層ほど弾性波速度が高くなるという仮定の下行われ

る。本検討では，図－6 に示すようにコンクリートと鉄

筋が水平に存在し，弾性波が両者の境界面にて屈折して

伝搬すると仮定して検討を行った。このとき，コンクリ

ート表面で入力された弾性波がコンクリートと鉄筋の界

面を伝搬し，表面で検出されるまでの伝搬時間 T は，式

(1)で表される。 

   𝑇 ൌ
2𝑍sec𝜃ோ

𝑉

ሺ𝑥 െ 2𝑍 tan 𝜃ோሻ

𝑉ோ
 (1) 

ここで，Z：かぶり，CR：コンクリートから鉄筋へ入射

走査センサ 固定センサ

図－4 固定センサを配置した場合の弾性波の伝搬経路 

(a) 入力点側に付着切れがある場合 

(b) 非入力点側に付着切れがある場合 

表－4 固定センサを用いた付着切れ位置判定方法 

1 2 3

非入力側センサ ○ × ×

固定センサ ○ ○ ×

判定 付着切れ無し
非入力点側
付着切れ

入力点側/全線
付着切れ

モデル計算値との比較結果と判定

(○：計算値と同程度，×：計算値を下回る）

図－5 固定センサの設置位置決定法 

コンクリートの弾性波速度と鉄筋の弾性波速度5)を基に屈折法による速度構造を計算

（付着がある場合の計算値の算出）

センサ間距離L=300mm程度かつ鉄筋軸に対して45°傾けた測線で弾性波速度を測定

（コンクリートの速度測定）

L=300mm以上として鉄筋直上で弾性波速度を測定

その点に固定センサを設置

計算値を100m/s以上下回らないか

センサ位置を変え再測定

Yes

No
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する際の臨界角，VC：コンクリートにおける弾性波速度，

VR：鉄筋における弾性波速度，x：入力点と検出点の距離

である。また，スネルの法則よりCRは式(2)で表される。 

   𝜃ோ ൌ sinିଵ ൬
𝑉
𝑉ோ
൰   (2) 

 モデルにおける弾性波速度の計算は，式(1)より算出し

た伝搬時間とセンサ間距離からセンサ設置面で測定され

る見かけの弾性波速度を計算した。 

 

4. 弾性波速度構造に基づく付着切れ位置推定 

4.1 弾性波の計測方法 

 弾性波の検出には AE センサ（60kHz 共振型），励起に

は鋼球（直径 4.7mm）を用いた。図－7 にセンサ配置を

示す。まず，図－7 における左端部を走査の始点側とし，

走査するセンサのうち始点側のセンサを 1CH，終点側を

2CH とした。また，始点側の固定センサを 3CH，終点側

を 4CH とした。ここで，以降のセンサの座標は，図－7

に示す図の左端部からの距離で示す。例えば，図－7 に

おける 3CH の座標は 100mm である。 

固定センサは，3CH を 100mm，4CH を 850mm の位置

に設置した。走査センサとなる 1CH と 2CH は，両者の

センサ間距離を 300mm で一定とした。走査に際しては，

1CH が 150mm，2CH が 450mm の位置となる点を起点と

して，25mm 間隔で 1CH 座標 500mm まで走査した。 

弾性波の励起は，各走査センサ位置に対しセンサ間の

外側方向 30mm の位置にて，鋼球をコンクリートに打撃

することで行った。また，打撃は各測点において 1CH 側

および 2CH 側の両方で行った。なお，打撃回数は 7 回と

した。弾性波の記録は，プリアンプによる増幅率を 60dB，

サンプリング時間間隔を 0.1µs として行った。 

また，走査法による測定に加え，モデル計算に用いる

コンクリート部の弾性波速度を決定するため，センサ間

距離を 300mm とし，鉄筋と直交する 5 測線で測定を行

った。なお，弾性波速度の実測値は，入力点直近の検出

点とその他の検出点の検出波形に対し，AIC（赤池情報量

規準）を適用し，最小値を示す時刻を初動到達時間とし

て 7)，それらの時間差とセンサ間距離より算出した。 

4.2 鉄筋直上における弾性波速度分布 

 図－8 に，弾性波の入力位置（入力側のセンサ座標）

と弾性波速度の関係を示す。図中の凡例は，鉄筋－弾性

波の入力位置の組み合わせを示し，例えば鉄筋 1－1CH

は，図－2 の鉄筋 1 において，1CH 側で弾性波を入力し

た場合の結果を示す。ここでは，例として 1CH 側を入力

点とした場合の結果に着目する。まず，1CH 座標におい

て，1CH と 2CH のいずれかのセンサ位置が付着切れ領

域上に重なるのは，鉄筋 1－1CH シリーズではセンサ位

置 200～250mm，鉄筋 2－1CH シリーズではセンサ位置

300～450mm である。1CH がこれらの座標にある場合の

弾性波速度に着目すると，速度の低下がみられ，付着切

れ長さが長いほど速度が低下していることがわかる。こ

こで，鉄筋 2－1CH シリーズにおけるセンサ位置 150mm 

における速度の低下（図－8 の破線の円で囲まれた領域）

は，2CH がセンサ位置 450mm で付着切れ区間上に重な

っているためと考えられる。このように，鉄筋直上で測

定した弾性波速度を指標とすることで，付着切れを検出

することは可能と考えられる。一方， 2CH の結果に着目

し，1CH の結果と比較すると，1CH の座標と対となる座

標（例えば 1CH：350mm－2CH：650mm）で 1CH と同様

に速度が低下していることがわかる。この場合，3.1 節で

述べたように，検出された速度の低下が 1CH と 2CH の

どちら側に付着切れが生じた結果であるかの判断が困難

である。すなわち，鉄筋直上で測定した弾性波速度を測

定点の座標で整理したのみでは付着切れ位置の特定は困

難である。そこで本研究では，次節に示す手法で付着切

れ位置の推定を試みた。なお，鉄筋 1 では，長さ 50mm

および 100mm の 2 つの付着切れ領域が存在しているが，

本検討のセンサ間距離 300mm では両者が同時に伝搬経

図－6 屈折法に基づくモデル伝搬経路 

図－7 センサ配置 
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図－8 弾性波の入力位置と弾性波速度 
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路内に存在することはないため，付着切れ領域間の干渉

の影響などは考慮しないものとする。 

4.3 弾性波速度構造に基づく付着切れ位置推定 

本検討では，3.1 節で述べた固定センサを用い，以下の

手順により速度の低下域を 1CH，2CH 座標のいずれかと

結び付け，弾性波速度を指標としてコンター表示するこ

とで付着切れ領域の推定を試みた。 

まず，コンター指標の最大・最小値の設定方法につい

て述べる。速度の最大値は，コンクリートと鉄筋の 2 層

からなる構造を仮定しモデル化を行い，3.2 節で述べた

方法より得られる最速伝搬経路での弾性波速度とした。

なお，コンクリートの速度は直交方向での測定結果から

4150m/s，鉄筋は尼崎ら 5)の検討における異形棒鋼 D19 の

測定値を基に 5500m/s とした。計算の結果，最大値は

4680m/s とした。次に，下限値の設定は，以下のように行

った。まず，弾性波が臨界角以上でも鉄筋に入射すると

仮定し，図－9(a)に示すような付着切れ領域上での伝搬

経路を考える。ここでは入力点側に付着切れ領域がある

場合について示すが，対称性の点から非入力側について

も同様のことがいえる。付着切れ領域付近の鉄筋への弾

性波の入射は，入力点から付着切れ領域に向かって前方

を伝搬する場合（以下，前方迂回）と，後方を伝搬する

場合（後方迂回）の 2 つが考えられる。計算に際しては，

付着切れ長さ l を決定する必要があるが，最小長さの

50mm 付着切れまでを検出することを目的とし， l＝

50mm として計算を行った。次に仮定した経路において，

入力点から付着切れ端部までの距離 x を変数として弾性

波速度を求める。距離 x における前方迂回および後方迂

回での弾性波速度を図－9(b)に示す。図中には参考とし

て最速伝搬経路での速度も併せて示している。初動到達

時間を基に弾性波速度を決定する場合，測定される速度

は全ての経路のうち最も速度の高いものになる。そのた

め，図－9 に示す場合において，最速伝搬経路と最も差

が生じる場合は前方迂回と後方迂回のグラフの交点とな

り，交点 x=14mm での速度は 4635m/s となる。一方，各

測点における測定値の変動は 40m/s 程度であり，これを

考慮すると，最大値との差（4680－4635＝45m/s）が有意

でないと考えられる。そこで本検討では，基礎検討とし

て， 50mm 付着切れ領域上で最小となる速度（4561m/s）

をコンター図における最小値とした。 

次に，コンター図の作成フローを図－10 に示す。まず，

各測点において 1CH および 2CH 側打撃時に測定された

弾性波速度（手順 1）のうち，値の小さい方をその測点

での弾性波速度 V とする（手順 2）。これは，付着切れ端

部に測点がある場合に，ある一方のセンサ側で弾性波を

入力した際には速度の低下がみられるが，もう一方のセ

ンサで弾性波を入力した場合には速度の低下がみられな

い場合があるためである（図－10 手順 2 参照）。すなわ

ち，付着切れ領域端部の検出を行うためである。特に，

付着切れ領域側のセンサ近傍で弾性波の入力を行った場

合には速度の低下がみられるが，もう一方のセンサ近傍

で入力を行った場合には速度の低下がみられない。 

次に，各測点での弾性波速度 V をコンター図の最小値

（ここでは 4561m/s）と比較する（手順 3）。速度 V が最

小値を超える場合は付着切れがないものとし，その測点

での 1CH および 2CH の座標での弾性波速度とする（手

順 4-1）。一方，速度 V が最小値以下であった場合は，1CH

および 2CH 打撃時の固定センサでの弾性波速度の実測

値と最速伝搬経路での計算値とを比較し（手順 4-2），計

算値よりも速度が低い方のセンサの座標の弾性波速度と

する。もう一方のセンサの座標については，コンター図

(a) 仮定した経路 

(b) 各経路における弾性波速度（計算値） 

図－9 コンター図の最低速度算出時に仮定した経路 
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における最大値をその座標の弾性波速度とした（手順 5）。 

 以上の手順により得られたコンター図を図－11 に示

す。コンター指標は，図中に示す最大値から最小値まで

の色彩に加え，最小値を下回る点を黒色で表示した。ま

ず，鉄筋 1 に着目すると，長さ 50mm および 100mm の

いずれの付着切れ領域においても速度の低下域と付着切

れ領域が概ね一致した。一方，付着切れ領域外（座標

400mm 周辺）にも速度の低下域が確認された。この理由

を以下に述べる。まず，この座標 400mm を測点とした場

合，1CH 座標は 400mm，2CH 座標は 700mm であり，2CH

が長さ 100mm の付着切れ領域上に重なる。ここで，この

低下域での最低速度は 4572m/s であり，最小値と概ね等

しい。したがって，測定値には 2CH 側に存在する付着切

れの影響が含まれていると考えられる。しかしながら，

図－10 の手順 4-1 に従うと，最小値を下回らないためこ

の速度は付着健全部の 1CH の座標（400mm）にも割り振

られる。そのため，1CH 座標である座標 400mm 周辺に

も低下域が現れたと考えられる。この問題については，

測定経路長を長くし，1 測点の評価に用いるデータ数を

増やすことで改善できる可能性が考えられる。例えば，

座標 400mm では，本検討では 1CH が 400mm，2CH が

700mm の位置にある場合の測定値のみで評価を行った。

そのため，付着健全部の 1CH 座標にも付着切れの影響を

含む測定値を割り振る結果となった。ここで，1CH が

100mm，2CH が 400mm の配置のように付着健全部で測

定を行った場合を考える。この場合には，1CH，2CH の

いずれも健全時の速度が得られることから，座標 400mm

は健全という結果が得られるといえる。このように，他

のセンサ配置から健全という結果を得ることで，前述の

問題を改善できると考えられる。 

 次に，鉄筋 2 に着目すると，鉄筋 1 と同様に速度の低

下域が付着切れ領域上で確認できるが，付着切れ領域外

においても確認される。この原因については，鉄筋 2 で

測定された速度が鉄筋 1 と比べて低かったことが挙げら

れる。鉄筋 1 と鉄筋 2 における付着健全領域の速度の平

均値を比較すると，鉄筋 2 が 120m/s 程度小さい。これに

より，平均的に最小値に近い値となっているために，コ

ンター図において速度の低下領域が多数みられると考え

られる。なお，この差が生じた理由については現在検討

中である。また，最小値を下回る黒色の領域に着目し，

付着切れ領域上および領域外の速度を比較すると，付着

切れ領域上（座標 300～400mm）では 4200～4300m/s で

あるのに対し，例えば右端の黒色の領域（座標 700～

750mm）では 4500m/s 程度であり，設定した最小値は下

回るが，鉄筋 2 の付着健全領域に近い値であった。鉄筋

2 については，対象測線に応じた閾値の設定により改善

されると考えられるが，これは今後の課題である。 

5. まとめ 

 本研究で得られた知見を以下に示す。 

(1) 鉄筋直上で伝搬時間を基にした弾性波速度を測定

した。その結果，付着切れ長さが長いほど付着切れ

領域上において弾性波速度の低下が大きくなった。 

(2) 鉄筋直上の測線においてセンサ間距離を 300mm で

一定とした 2 つの走査センサ，および付着の健全が

既知である点に設置した 2つの固定センサを用いて

弾性波速度を測定し，鉄筋の付着切れ位置の推定を

試みた。その結果，長さ 50mm，100mm および 150mm

のいずれの付着切れ領域でも速度の低下がみられ，

本手法により検出できる可能性が示唆された。 

(3) 一方，いずれの場合も付着切れ領域外において速度

の低下域が確認された。今後，測定対象鉄筋ごとに

コンター指標を設けるなど精度向上が必要である。 
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